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2011基本要求最終交渉（1／28）
予算、議会、調査、経理執行等、具体的改善策の実施を迫る！

精神科医である産業医が中心となるメンタルヘルス不全の総合対策について今後協議
2011自治労県職労基本要求回答
	項目
	自治労県職労の主張
	部長回答

	過重労働の撲滅
	○超勤の主な共通原因は、予算、議会、「不適正」がらみ、調査もの、の4点である。

・予算：予算調整課を指導すべきだ。

・議会：「対応は主幹以上」等の、申し合わせ事項を再度徹底すべきだ。

・調査もの：全庁横断的な調査を行う「県庁改革課」「予算調整課」や、各局企画調整課に具体的な改善案を検討させるべきだ。

・「不適正」経理がらみ：年度末・当初をひかえ、早急に改善案を提示せよ。現行制度で利用できるものは、改めて周知せよ。

○休日や早朝でも仕事をしていれば、時間外勤務であることを徹底すべきだ。
	●「残業ゼロ」を進めるために、大胆な踏み込んだ業務の見直しを行う必要。

●「調査もの」の改善は、現在県庁改革課で検討を始めている。企画調整課長会議で整理し、周知したい。

●本庁再編など、この1年間の取組の検証は県庁改革課で取りまとめる。職員の意識調査も含めて検討する。

●会計処理の適正化に向けて、職員アンケートを実施した。皆さんからいただいた意見は、会計局にしっかり伝える。会計原則にのっとった処理ができるよう、所属からの質問や意見、支援要請には個別に対応する。

●「残業ゼロ」といっても、県民サービス優先だ。時間外に県民対応した場合は当然命令したものとして超勤手当対象となる。

	人員問題
	○この間の人員削減について、前提となる業務量削減が確実に履行されているか検証を行い、業務量の削減を上回る人員削減が行われた所属について早急に人員配置を行うこと。
○欠員は正規職員をもって早急に解消すること。
○メンタルヘルス不全による休職については、休職明けの一定期間について過員配置を継続すること。
	●戦略プランでは2年間で500人削減を目標にしている。不要不急の業務等、大胆な見直しを行う。抑制基調だ。

●欠員については臨任・非常勤で対応している。人員は、非正規を含めて活用していく。
●休職明けの人員対応だが、リハビリ勤務や3時間に拡大した制限勤務をまず活用してもらいたい。精神科医の産業医を配置するので、あるべき対応を考えていく。

●児童虐待や生活保護については増員。メリハリをつけた。
	○増要素

・会計局の体制強化。

・児童虐待対策強化。

・被生活保護対応強化。

・アカデミア開所。

	
	
	
	●減要素

・三浦しらとり園の指定管理移行に伴う廃止。

・外語短大の閉学

・事業終了に伴う廃止（APEC開催支援課・全国植樹祭推進課・全国技能大会推進課）

	人事制度
	・研修：まず、対象者全員が受講し、昇格に必要な単位が取得できる体制を作るべきだ。
その上で、受講状況を検証し、対象者全員が受講できていなければ、昇格要件の経過措置延長を含めて改善策を実施すべき。

・人事評価システム：人材育成に寄与する運用となっているか、正しい評価手法が徹底されているのか、「開示」等が機能しているのか、など検証の場を設けよ
	●キャリア研修については、来年度に向けてニーズ調査を実施した。その上で対応したい。
●キャリア開発については、職員アンケートの実施や検証は必要。改善できるものは改善したい。

●人事評価システムの検証は県労連の場で。

	昇任昇格
	○職員のモチベーションを維持できる昇任昇格の改善を

○研究職の処遇改善を
	●昇任昇格については、勤務実績や上位職で能力が発揮できるかなど、総合的に判断して決めるが、職員のモラールの問題であることも承知している。研究職も同様だ。

	行政システム改革
	○これまでの再編を検証する場を設けよ。

○予算、服務、庶務などの内部事務の筆頭課への集約など、早急に改善せよ。

○来年の出先の再編については、案が固まる前に協議する場を設けよ。特に出先機関の再編については、職員はみんな心配している。現場の声を踏まえたものにすべきだ。

○能力開発施設の指定管理について主管課で検討していると聞いているが、専門職の指定管理は分限や職種転換を含めた話になる。当然労働条件問題であり、交渉事項である。当局が勝手に進めていい話ではない。まず、労働組合と事前協議をすべきだ。
	●「残業ゼロ」も含め、2年間の取組の検証を県庁改革課を中心に行なっている。職員からも意見を聞きたい。

●出先の経理機能の再編等については、十二分が議論ができるようにしたい。

●産業技術センターの独立行政法人化の話は承知していない。

●職業技術校等の指定管理について、昨年4月の厚生労働省通知で検討の俎上に。現場の意見を踏まえて整理したい。

	メンタル
	○精神科医である産業医を総合対策の核として位置づけ、活用すべき。その活用方法について協議していきたい。

○メンタルヘルス不全の相談機能を強化せよ。

○リハビリ勤務中の公務災害・通勤災害に対応するため損害保険の加入等について検討すること。
○リハ勤の検証は約束事項。早急に行うべきだ。
	●精神科医である産業医は、総合対策を含めて多面的に活躍していただく。

●労務と職員厚生課一体で進めていく。皆さんの意見も聞きながら前向きに検討したい。

●リハビリ勤務中の保険加入について、みなさんの強い要求があることは承知している。今後県労連での整理が必要。

●リハビリ勤務の検証については、遅れているが、当事者や当該の管理職からのヒアリングをまとめていく。

	臨任・非常勤問題
	○制度（補助的・一時的・レアケース）と実態（基幹業務・恒常的・普通に存在）との乖離を埋めるべきではないか。

○当局は「ステップアップに」というが、新卒者でも「超氷河期」と言われる雇用情勢で、現実に「次のステップ」は難しい状況が続いている。

○理屈はともあれ、「現実に失業者を生み出している制度だ」ということは紛れもない事実。改めて制度を改善にむけて検討する気はないのか。
	●行政補助員のみなさんには、よくやっていただいている。3年まで雇用期間を延長しているが、これ以上は困難。新たな人の雇用の道を閉ざすことになる。

●2月に来年度の行政補助員の募集を行う。3月で切れる方への情報提供を行いたい。

●厳しい雇用状況は認識している。キャリア開発センターの臨任・非常勤研修を充実させ、中・長期的なキャリア作りのカリキュラムも検討する。

	ノーマライゼーション
	○グループウエア⇒音声対応するツールは現状つながらない状態。まず、当事者に利用方法を説明すべき。人給導入時のように研修を行うべきだ。
○今のジョーズ（音声読み上げソフト）のバージョンでは対応しない。早急にバージョンアップを。

○意向申告・勤務記録⇒キャリアシートも視覚障害者対応していない。「バリアフリーガイドライン」に抵触する。早急に改善すべきだ。

○健康診断結果の点字報告が、「1月にやった結果が7月」など大幅に遅れている。改善を。

○定年延長に備え、当事者の声を聞く機会を。
	●現在情報システム課で、音声読み上げソフトの状況を調査している。必要に応じて対応したい。

●所属で許可を受けた上で、様式をコピーして、自宅のパソコンで入力したものを反映させるようにしたい。来年度に向けて周知したい。




福利厚生要求交渉

	自治労県職労要求
	職員厚生課長回答

	○職員健康管理Ｃ内に産業医を責任者とする対策室を設け、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。
○実効ある対策とするために、最低限精神科医である産業医を一名は配置し、その他の産業医についても、メンタルヘルス不全対策の知識・経験が豊富な医師とすること。

○メンタルヘルス不全による療養休暇取得者・休職者が発生した職場については、産業医の監督のもとで、その原因を調査すること。
○主要合同庁舎等での精神科医による相談会等を定期的に実施するとともに職場巡回相談を充実させること。
○管理監督者研修をはじめ階層別研修におけるメンタルヘルス研修を一層充実させること。
○職員健康管理Ｃに職員相談、受診があった場合、本人からの同意を前提として、産業医を中心に当該の所属長を含めて対策を検討すること。
○採用後半年経過の職員を対象に、保健師による面談を実施すること。
○リハビリ勤務実施状況の検証を早急に行うこと。

○産業医の関与については、リハビリ勤務のみに限定することなく、復職支援計画全般を管理する体制とすること。

○リハビリ勤務中の公務災害・通勤災害問題の解決の為、損害保険等の加入について検討すること。
	●これまでも、平成17年度に健康管理センターに心療内科を設置し、相談、研修と総合的に行なってきたが、非常勤の精神科医2名は診療を担当し、産業医は内科医であり、産業医の活動全般に精神科医が関わっていなかった。

精神科医である産業医が中心となる総合対策はあるべきだ。23年度はその体制作りを進める。

●産業医資格の更新研修でも、メンタルヘルス研修を行っており、十分知識を持っている。

●原因を明らかにすることは、その後の対策を考えるうえでも大切なこと。産業医の関与がどうあるべきか、課題として検討すべきと考えている。

●出先職場の相談は大切。22年度から外部相談窓口（平日の昼間で医師の相談が月2回、保健師の相談が月2回）を設置したが、検証したところ、勤務時間内では相談しづらいということがわかった。

23年度はより充実させるために、横浜駅周辺に外部相談窓口を設置し、18時～21時まで毎週1回医師が相談を受けるようにしたい。

●現在は、一般職員対象の研修を年3回、新任主幹級対象の研修を年1回、管理職を対象とした研修を年6回行っている。

　23年度は、職場や業務に即した研修を行うために、新規事業として、講師を所属に派遣して、その所属に応じた研修を行う「出前研修」を実施したい。

●現在も健康管理センターで所属からの相談も受けているが、本人からの相談で、医師が必要あると判断した場合は、本人の同意のうえで所属とも話し合っている。

　産業医の関わりは、今後検討すべき課題であると認識している。

●現在健康診断時に、保健師が面談してメンタルヘルスに関する話もしている。きちんと見ていかなければいけないと認識している。
●リハビリ勤務については、産業医が所属の求めに応じて助言・支援を行なっている。復職支援計画全般については、今後検討すべき課題だと認識している。

●リハ勤の検証、リハ勤中の保険加入は、人事当局にきちんと話をつないでいく。

	○臨任・非常勤職員の健康診断を充実すること

○臨任・非常勤職員が健康管理センターを知事部局職員と同様に利用できるようにすること。
	●臨時的任用職員については、これまでも職員と同様の健康診断を行っており、非常勤職員については、今年度から項目を追加し、定期健康診断は格差を解消している。

　婦人科検診等の臨時健診については、引き続き課題として認識する。

●利用はできるが、共済の組合員でないため、共済組合員の職員とは負担が異なっている。


2011春闘の諸行動に
参加を！

＜スト批准投票＞

　2月7日（月）～2月13日（日）

　※2月17日（木）組合事務所必着でお願いします。
＜集　　会＞

○連合神奈川春闘総決起集会

2月23日（水）18時30分～　関内ホール

○二者共闘春闘総決起集会

3月10日（木）18時～　　　 大通公園









